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ホームページアドレス　http://www.neg.co.jp
お問い合わせ先　日本電気硝子株式会社　環境管理部
〒520－8639  滋賀県大津市晴嵐二丁目７番１号
Tel．077（537）1700　Fax．077（534）4967

※本報告書は日本電気硝子（株）グループを集計範囲にしています。
　対象期間は、2010年4月1日から2011年3月31日
　（海外は2010年1月1日から2010年12月31日）までです。

日本電気硝子株式会社
Nippon Electric Glass Co., Ltd.

滋賀県大津市晴嵐二丁目７番１号
〒520－8639　Tel．077（537）1700（代表）

1949年（昭和24年）12月1日

321億円（2011．3末現在）

1856人（2011．3末現在）

●電子・情報用ガラス
　液晶ディスプレイ用ガラス／
　プラズマディスプレイ用ガラス／
　ブラウン管用ガラス／光関連ガラス／
　電子デバイス用ガラス／太陽電池用ガラス

●その他用ガラス
　ガラスファイバ／建築用ガラス／耐熱ガラス／
　照明用ガラス／医療・理化学用ガラス／
　魔法びん用ガラス

大津事業場　藤沢事業場　滋賀高月事業場
能登川事業場　若狭上中事業場
精密ガラス加工センター

大阪営業所  東京営業所
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ごあいさつごあいさつ

　世界一のモノ作りを行えば、環境負荷も低減できる。
これが私の環境に対する基本的な考え方です。当社は
天然資源を原料として、大量のエネルギーを使いガラス
製品を生産しています。原料を１００％有用な製品にす
れば廃棄物は０になり、使用する資源もミニマムになりま
す。このムダのないモノ作りの究極の姿は、結果的には
経済的にも自然環境にも優しいものとなり、生物多様性の
保全にもつながると考えています。

　当社では２０００年から「環境のビジネスプラン」とい
う独自の手法で事業活動に伴う環境負荷の低減に努め
てきました。現在、「廃棄物」の他「水」「排ガス」を含め
３つのテーマを取り上げて全社的に活動を行っています。

 「廃棄物」については特にガラス製造工程から、リサイ
クルできない「埋立廃棄物」を出さないことを決意し、
製品販売重量に対するその割合を指標に、社内でのリ
サイクル技術の開発や社会的システムの活用により、排
出のミニマム化を図ってきました。取り組み当初１．６％
あったものが２００９年度から０．１％を切り、２０１０年
には０．０４％にまで低減することができました。これで
満足することなく、あくまでも０％を目指して活動を進めて
行きます。

　また、当社事業場は滋賀県の琵琶湖を取り囲むよう
に存在することから、水が貴重な資源であることを自覚
し２００３年から「水」のビジネスプランをスタートさせて
います。社内で使用する水の役割や使い方に目を向け、
生産工程や設備の改善を図ろうとするものです。さらに
モノ作りのレベルは水の使用量に表われるという考えを
加え、製品販売重量に対する水の使用量を指標にして

02

代表取締役社長

最適な生産システムの構築を目指しています。

　次に２００５年度からはガラス溶融時に発生する「排
ガス」中に含まれる原料からの揮発成分量に着目しまし
た。捕集してリサイクルすることだけではなく、揮発その
ものを抑えることを目指し、揮発が少ない溶融方法の
開発を進め２００５年度以降、５年間で揮発量を１／３
以下にまで低減することができました。これからも溶融
方法の改善を進めて、揮発の少ない生産工程を目指し
ていきます。

　温室効果ガス排出削減の取組みでは、ガラス溶融炉
の酸素燃焼方式の導入や燃料転換で改善を進めてき
ました。製品では、ここ数年でテレビはブラウン管から
液晶、プラズマへと大きく変化しました。ブラウン管テレ
ビ用と薄型テレビ用のガラスでは、テレビに使用される
ガラスを生産する時に排出する二酸化炭素排出量を、
当社比で３２インチのテレビ１台あたりで、４５kgから
６kgへと大きく削減でき、温室効果ガス排出削減に
役立っています。また、種々の省エネ機器に使用される
ガラス部材の提供を通じてライフサイクルアセスメントの
観点で社会に寄与しています。

　私たちは、「環境との調和」を企業理念の一翼に掲げ、
日々活動を行っています。これからも世界一のモノ作り
効率を目指し環境負荷の低減を徹底的に追及していき
たいと考えています。

　ここに「環境報告書２０１１」をまとめました。私た
ちの環境への取り組みとその現状について、ご一読い
ただき、ご意見を頂戴できれば幸いに存じます。

２０１1年９月
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環境マネジメントシステム環境マネジメントシステム
1999年8月27日にISO 14001の認証を、国内全事業場で一括取得しました。現在、環境マネジメントシステムを
図のような組織図の下に、運用しています。

環境管理担当役員が議長となり、社長以下各事業部の代表
者が出席します。海外子会社からも必要に応じて参加し、社
長の環境方針に対する具体的な環境保全活動の共有化を
図っています。環境のビジネスプランの実績報告と推進を主
要テーマとし、環境保全活動の審議の場となっています。

環境運営会議

環境憲章 ISO 14001認証取得状況

ISO 14001の環境方針に相当します。この環境憲章のもとに、
環境マネジメントシステムを運営しています。

認証取得会社名 認証取得日付
1999．
1999．
2001．
2002．
2000．
2002．
2006．
2007．
2007．
2009．

27
27
19
1
31
12
18
28
9
21

8．
8．
1．
11．
1．
1．
9．
8．
10．
12．

日本電気硝子株式会社（６事業場でのマルチサイト認証取得）

グ
ル
ー
プ
会
社

国
　
内

国
　
外

電気硝子ファイバー加工株式会社
エスジーエスエンジニアリング株式会社
日電硝子加工株式会社
Techneglas, Inc.
Nippon Electric Glass (Malaysia) Sdn. Bhd.
台湾電気硝子股份有限公司
坡州電気硝子（株）
日本電気硝子（韓国）（株）
電気硝子（上海）広電有限公司

◆電気硝子ファイバー加工株式会社は、当社の環境マネジメント登録証の付属書に記載され、
　登録範囲に含まれています。

当社及びグループ会社におけるISO14001の
認証取得状況は次の通りです。

環境マネジメント活動組織図

環境管理
担当者会議

社　長
藤沢事業場

滋賀高月事業場

能登川事業場

若狭上中事業場

精密ガラス加工センター

大津事業場

環境管理
責任者

環境運営会議 環境管理
責任者会議

内部環境
監査員会

環境運営会議 環境管理

内部環境 環境管理

環境管理環境管理
担当役員
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環境マネジメントシステムの運用は、６事業場のサイト単位で計画を立てて取り組みました。各事業場が
２０１０年度に取り組んだ目標件数を環境憲章の指針毎の件数の合計で表しました。計画は環境方針、
社長のマネジメントレビューを反映した目的・目標が設定され、目標件数６６件を全て達成することが
できました。

環境教育

環境管理計画の推進

例年行っている内部環境監査員養成コースを１コース
（26人）実施し、内部環境監査員の充実を図りまし
た。また、今年度は昨年度内部監査員養成コースを受
講した人に加え、現在、内部監査員に登録されている
全員を対象にフォローアップ教育（22名）を実施し、
内部環境監査員のレベルアップを図りました。

苦情問題

騒音関係
その他

3件
2件

・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・

２０10年度は全社で5件の苦情をいただいています。

※これらの苦情に対しては即時原因究明して具体的対策を講じ、
　問題解決への取り組みを行っています。

環境憲章
［行動指針］

廃棄物のリサイクルの徹底、
排出ミニマム

省資源

省エネルギー

有害化学物質の使用抑制

その他

汚染の予防、地域社会との共生
法規制等遵守
自主管理基準による環境整備の徹底
化学物質の取扱と管理の徹底

66

12

10

15

17

4

8

大津全社合計

23

2

2

6

6

3

4

1

0

0

0

0 0 0

0

0

0
2

4

1

1 1

3

1

2

2

1

1

4

6

6

1

1

2

1

1

1

藤沢

3

高月

10

能登川

6

上中

19

精密ガラス
加工センター
5

事業場別　環境目的件数
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環境のビジネスプランは２０００年に「廃棄物のビジ
ネスプラン」からスタートしました。「ガラス事業に
固有の固形廃棄物は社内再利用を徹底すること」を
基本に、リサイクルに着目し下図のような独自の分類

概念を設定しました。「製品販売重量に対する中間
処理および埋立処分される固形廃棄物（区分D）の
比率」を指標に、各事業部が主体となって削減に
取り組んでいます。

2010年度削減実績

販売重量に対する埋立廃棄物の削減実績

環境のビジネスプラン
（廃棄物の削減）

廃棄物のビジネスプランがスタートして以降、増加と
なった年度もあるものの、埋立処分量は着実に減
少してきました。国内では２００９年度に０．１％以下
を達成し、２０１０年度は０．０６％を目標に取り組み０．
０３５％を達成しました。最終的には０を目指す中、２
０１１年度は前年実績を下回る０．０３％を目標にして
削減に取り組んでいます。
海外子会社を含めた連結では、子会社数の増加
に伴い比率は増加しましたが、各子会社とも削減
活動を行い減少に反転しました。国内に比較すると
値が大きいですが、国内レベルになるよう削減に
取り組んでいます。

1

［製品販売重量に対する中間処理および埋立処分される固形廃棄物（Ｄ）の比率］

1.5

（％）

1.0

0.5

0.0
2000 2001 2002 2003 2004

2.0

2005 2006

1.55

0.230.29

0.49

0.95

0.18 0.12

2007

0.15

2008

0.12 0.06

2009

0.035

2010年度

EPダスト・ゴール
研磨スラッジ
ガラス屑

この各項目をそれぞれに分類して把握
●社会リサイクルB
●企業リサイクルC
●埋立処分D

総
発
生
量 総

排
出
量

総
排
出
量

分類 X（処理レベルによる分類） 分類 Y（発生源による分類）

その他の廃棄物

加工関連の廃棄物

窯関連の廃棄物

ガラス屑金属屑、レンガ屑
再生用古紙、ダンボール
廃パレット

廃プラスチックの燃料化
研磨スラッジのセメント原料化
廃油の燃料化

社会リサイクル B

廃酸・廃アルカリの社外中間処理
不燃物、焼却灰、雑芥、廃耐火物

企業リサイクル C

埋立処分 D

社内リサイクル A
事業部間リサイクル

窯
か
ら
発
生

環境のビジ環境のビジ スプランスプラン

0.460.430.430.43

0.880.880.88

1.34

0.61
0.72 0.68

0.370.370.37

0.60

0.25

国内

連結
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水は近年、多くの国や自治体、会社で電気やガス以上
に貴重な資源であるということに気づき、取り組みが
始まっていますが、当社では、さらにモノ作りのレベル
は水の使用量に表われるという考えを加え２００３年
から「水」のビジネスプランをスタートさせています。
水のビジネスプランの目的はガラス溶融、成型、加工、

洗浄などのあらゆる工程において、目的に沿った正し
い水の使用方法と管理方法を追求して工程改善を
進めることです。現状の水の使い方に疑問を持って
取り組むことにより、あらゆる工程の完成度を上げる
と同時に、水の使用量、排水量の削減に結びつけて
いきます。

下図は，製品販売重量に対する水の量の比率の推移
を表したものです。１トンの製品を販売するのに使っ
た、または排水した水の量となります。使用／循環
している水は上表の常水と下水、要処理水の合計に
対する比率、社外へ出ていく水は公共下水と河川水

の合計に対する比率です。　
フラットテレビ用の板ガラスが主力製品となったこと
で２００５年から増加が続いていましたが、改善が
徐々に進み２０１０年は前年度比で減少となりました。

環境のビジネスプラン
（水の削減）2

使用／循環している水

m3/ｔ

5
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15
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100
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0
2002 2003 2004 2005 2006

〈国内〉

2007 2008 2009 2010年度

社内へ入る水

社外へ出ていく水

使用／循環している水

m3/ｔ

5
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15
20

100
200
300
400
500
600
700
800

0
2003 2004 2005 2006

〈連結〉

2007 2008 2009 2010年度

社内へ入る水

社外へ出ていく水

常水

下水

要処理水
水処理

種　類

区　分

定　義

代表例

社内へ入る水

新　水

新しく
供給される
全ての水

井戸水・水道水
工業水・雨水
湧き水など

河川水

そのまま、もしくは
排水処理後に自然
河川または海域
に放流している水

そのまま、もしくは
排水処理後に
公共下水道に
放流している水

各種冷却排水・
排水処理設備の
処理水など

生活排水（食堂、
厨房、風呂、
便所、洗濯など
の水）、排水処理
設備の処理水など

社外へ出ていく水

公共下水

使用／循環再使用している水

｢水の性質｣による区分
水を使用した後でどの程度に汚濁した状態であるかにより区分する。

下　水

自然河川（海）には
放流できない水

食堂・厨房
風呂・便所など

常　水

自然河川（海）に
放流できる水

窯および各種
設備の冷却水・
空調冷却水
ボイラー用
軟水など

要処理水

そのまま自然河川・
下水には

放流できない水

研磨・研削・
洗浄工程

薬品処理工程
など

社内へ入る水
新　水

社外へ出ていく水
河川水

社外へ出ていく水
公共下水

そのまま、又は
処理後

社内で使用／循環している水
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２００５年度から始まったビジネスプラン（窯揮発
量の削減）の目的は、「排ガス中に含まれるガラス
原料からの揮発成分は、排ガス処理装置で捕集し
てリサイクルするのでなく、溶融段階での揮発量そ
のものを抑えることによって減少させるべきである」
とのコンセプトのもと、ガラス原料からの揮発が少
ない溶融方法を追求し、環境負荷の低減に努める
ことです。
下図にガラス原料の挙動を示します。

ガラスの溶融工程においては、ガラス原料を高温で溶
解するため、原料中の揮発成分が揮発します。投入さ
れたガラス原料（Ａ）がガラス溶融炉中で溶解し、ガラ
ス製品（ａ）となって出てきます。一方、高温で加熱さ
れたガラス原料の一部が揮発（△Ａ）し、電気集塵機
で回収されます。揮発成分の揮発量が少ない操業条
件を見つけることにより、排ガス処理装置の負担を軽
減し、さらには安定した品質のガラスを製造すること
ができます。

環境のビジネスプラン
（窯揮発量の削減）（国内）3

右の図は、「ガラス販売重量に対するガラス溶融炉
中の原料から揮発する揮発量の比率」を指標に、当
社の主力事業である液晶板ガラスの比率の推移を
示したものです。本ビジネスプラン開始前の２００４
年度に比べて徐々に揮発率は低下し、２０１０年度
には揮発率を開始前の３割にまで低減することが
できました。今後もガラス溶融炉からの揮発を低減
するために様々な工夫を行っていく予定です。

100
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（％）
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0
2004 2005 2006 2007 2008 年度2009

〈揮発率の推移〉

39

2010

58

83
96

100

ガラス溶融炉

△A

A a

電気集塵機

ガラス製品

一部埋立回収（リサイクル）

煙　突

ガラス原料

※2004年度を100とした指数で表示

33
30



回収タンク
Ⅳ

回収タンク
Ⅲ

研磨、洗浄、搬送設備類 Ⅰ

照明 照明

排水配管

給水配管
舞台or金物

配管類

排水配管

スキマ スキマ グランド

排水回収受け皿
Ⅱ

給排水
ポンプⅤ

受皿

レベル＋

排水溝SUSトラフ タンク下部の点検
可能な空間を設ける

ピットはコンクリート
内面にRを取る

水中ポンプの
セット可能な
SUS開所枡を
設ける

排水回収タンク

環境報告書 2011 08

土壌汚染防止対策土壌汚染防止対策
当社は、土壌汚染防止のために環境汚染防止設計基準を定めました。新規に設備を設計する場合、あるいは
既存の設備を修理する機会を捉えて、この基準に従い土壌汚染防止対策を行っていきます。
その基本的な考え方は以下の通りです。

製造設備、
給排水設備の場合

排水ピットの場合

液体の配管の場合

①化学物質を含む液体の配管や水槽は架空状態で設置する。
②漏洩の有無を確認できる空間を作る。
③万一、配管や水槽から漏洩が生じても土壌汚染が生じないように対策を講じる。

フロアーレベルから浮かせて設置し、漏
洩が容易に監視できる様にします。また、
回収タンクや給排水ポンプは漏洩対策の
受け皿の上に設置します。

架空状態で設置し、漏洩を容易に発見できる様にします。また、
漏洩した液の回収用水中ポンプを設置する枡を設けます。

架空状態で配管を設置し、かつ二重配管とすることで、漏洩防止
と漏洩の発見を容易にしています。
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当社の温暖化対策当社の温暖化対策

自社開発したバーナーとガラス溶融炉の設計により、
１９９３年に日本で初めて酸素燃焼方式のガラス溶
融炉を導入しました。酸素燃焼炉は空気燃焼炉に比
べて、生産重量あたりの二酸化炭素発生量を約２割

抑制することができます。ガラス溶融炉の改修の機
会に転換し、現在では３２基の酸素燃焼炉を運転・
操業しています。
炉数はここ数年変わりませんが、エネルギー効率の
より高い大型の酸素燃焼炉を採用してきています。

酸素燃焼のポイントは、空気の８０％を構成し、
しかも燃焼・加熱に関係しない「窒素」を排除す
ることです。このため、窒素が高温下で酸化され
てできるサーマルＮＯＸ（窒素酸化物）がほとんど

発生しません。排ガス量も大幅に減少し、熱効率
も向上するため、燃料使用量が削減でき、二酸化
炭素の排出量も抑制できます。また、炉資材の使
用量も大幅に減少します。

酸素燃焼方式
ガラス溶融炉の導入1

※都市ガスを使った酸素燃焼炉内の様子（結晶化ガラス）

〈酸素燃焼を採用した溶融炉数〉
炉数

年度1997 2003

5

10

15

20

25

30

35

0
1995 200119991993 2007 2009 20102005

環境対策効果

省エネ・省資源効果
N2：80％　O2：20％ N2：0％　O2：100％

解体廃棄物の減少

不要

生成しない

熱効率が向上

小口径・小型化

大幅に減少

所要資材の減少

NOxの減少

燃料の消費減

酸素燃焼

蓄熱室が必要

サーマルNOxが生成

排出ガス量が多い

空気燃焼

ダストなどの持ち出し減少

ブロア小型化による
省エネルギー

大口径の煙道
大型の排ガス処理設備

1010

1313

1717

2121
2323

2626

3

6

9

3131

2020

1515

1

3232 3232 3232 3232

2929

10

13

17

21
23

26

3

6

9

31

20

15

1

32 32 32 32

29
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〈燃料使用量の推移〉

当社では、ガラス溶融炉に使用する燃料を、より
二酸化炭素発生量の少ない燃料に転換してきてい
ます。重油や灯油からＬＰＧ、さらには、都市ガ
スへと燃料転換することにより、二酸化炭素の排
出削減を進めています。

能登川事業場、滋賀高月事業場までパイプライン
が延伸され、順次、都市ガスへと切り替えを進め、
全事業場において重油を使用するガラス溶融炉は
なくなりました。

ガラス溶融炉の
燃料転換2

ガラス原料を溶融するための燃料には、各種燃料を
状況に応じて単独あるいは併用して使用しています。
電力による加熱は、液体燃料や気体燃料による加熱
とは異なり、直接、電極を溶融ガラス中に挿入して
通電加熱するため、ガラスへの熱伝導効率に優れま
す。例えば、当社のガラス溶融炉では、重油２５０Ｌを
電力に切り替えるために必要な電力量は約１０００
kWhです。重油２５０Ｌから発生する二酸化炭素量は
６７７kｇですが、電力１０００kWhから発生する二
酸化炭素量は３５１kg※で、電力比率を上げること
により二酸化炭素の発生量を大きく削減することが
できます。また、電力による加熱は化石燃料による
加熱に比べて排ガス量も大きく削減できます。全社
的にガラスの溶融に使用する総エネルギーに対する
電力比率を上げるための取り組みを行っています。

ガラス溶融に使用する
総エネルギーに対する電力比率のアップ3

100

〈電力と化石燃料の使用比率（発熱量ベース）〉

％

年度

電力 化石燃料
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80
90
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100
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〈国内〉

〈連結〉
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※日本の２００９年度使用端全電源CO2排出係数で計算しています。
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当社は、改正省エネ法対応委員会を設置し、物流で
のＣＯ２削減にも取り組んでいます。エネルギー使用
原単位（原油換算値（原油使用量ｋL）÷荷物輸送
重量（千トン））を指標にして活動を進めています。
２０１０年度は軽量の荷物の割合が増え、前年より
も原単位が悪化しましたが、改善目標はほぼクリア
しました。

輸送に係わる
温暖化対策4

6.8
20072006

7.5

7.6
（KL/千トン）

7.4

7.3

7.2

7.1

7.0

6.9

2008 年度2009 2010

具体的取り組み内容

液晶板ガラスの出荷を関東方面は東に位置
する高月事業場生産品、関西方面は西に位
置する能登川事業場生産品を配送すること
により、輸送距離を短縮しました。

海外生産品の入荷は大阪南港や神戸港を利
用していたが、関東以北に出荷するものにつ
いては東京港に入荷するようにルートを変更
しました。また、韓国向けの出荷は事業場か
ら一番近い敦賀港に切り替えました。

太陽光発電用板ガラスの出荷をトラックのみに
よる陸送から、大阪～宮崎間を船舶輸送（フェ
リー）に切り替えました。

できるだけ満載で出荷することを基本とし、
積載効率を上げることによりトラックの走行
台数を減らしました。

より大型のトラックに切り替えることにより、
トラックの走行台数を減らしました。

同じ方面に異なる品種を納品する場合、混載
して一度の輸送で配送を完了しました。

実績
改善目標
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２００８年１０月から公募が開始された、試行排出量取引スキームに全社一括で参加しています。
今まで当社では温暖化対策に努力を払ってきたものの、二酸化炭素排出削減目標がありませんでした。
本スキームに参加することを機会に全社目標を設定し、目標達成に向けた取り組みを進めています。

２００８年度実績：基準年度比で販売重量原単位を９％改善することができました。

２００７年度を基準年度とし、２００８年度の販売重量原単位を１％改善する。

二酸化炭素排出削減目標

※２０１1年８月現在、２０１１年度以降の目標は国により確定されたものではありません。

〈試行排出量取引スキームの当社の目標及び原単位実績〉

試行排出量取引スキーム試行排出量取引スキーム

原単位を大きく改善できた２００８年度を基準年度とし、さらに１％の改善を目指して活動を
行ってきました。
２００９年度実績：基準年度比で販売重量原単位を５.５％改善することができました。

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を１％改善する。
全社目標は各事業部を積み上げたものとする。

二酸化炭素排出削減目標

２０１０年度実績：基準年度比で販売重量原単位を１３.１％改善することができました。

当社では、環境省が２００５年度より実
施している自主参加型国内排出量取引制
度に第１期から第４期まで継続参加し、
全ての期において目標を達成しました。

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を２％改善する。　
全社目標は各事業部を積み上げたものとする。

二酸化炭素排出削減目標

2008
年度

2009
年度

2010
年度

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を３％改善する。
全社目標は各事業部を積み上げたものとする。

二酸化炭素排出削減目標

〈 自主参加型国内排出量取引制度 〉

2011
年度

2007年度
基準

2008年度
実績

2008年度
基準

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度 2012年度
80

：目標値
100 100

91

97
96

98

94.5

86.9

9999



エネルギー

固形廃棄物固形廃棄物
社内リサイクル社内リサイクル
固形廃棄物
社内リサイクル

国内：電力

 燃料

…

…

14,258テラ・ジュール
（143,876万kWh）
13,300テラ・ジュール
（原油換算348千㎘）

連結：電力

 燃料

…

…

20,076テラ・ジュール
（202,579万kWh）
17,007テラ・ジュール
（原油換算445千㎘）

取水量 4,539千m3（国内）
7,027千m3（連結）

2千トン（国内）
6千トン（連結）

ガラス原料
ガラス原料　474千トン（国内）

742千トン（連結）

使用/循環使用/循環
している水している水
使用/循環
している水
214百万m3（国内）
273百万m3（連結）
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環境パフォーマンス環境パフォーマンス
2010年度の環境パフォーマンスは以下の通りです。

〈エネルギー総使用量〉
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15000
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電力使用量
（受電端投入熱量）

燃料使用量

〈原単位エネルギー使用量〉
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〈原単位取水量〉
販売金額億円あたり

〈取水量〉
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17007
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〈国内〉 〈連結〉

15587

14198

2008

15801

13751

2009

15890

13948

2006

14584

14513

2007

3879

2008

3652

2009

3860

2006

3479

2006

3.7

3.7

2007

3.5

3.5

2008

3.8

3.7

2009

3.9

3.7

エネルギーは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則」に掲
載の発熱量を、エネルギーの種類毎に適用しました。また、都市ガスは、メ
ーカーの実測値を用いました。
電力は、9910kJ／kWhを用いました。

エネルギー：

：GHGプロトコルに準じて算出しています。

：排出量は滋賀県発行「滋賀県大気環境への負荷の低減に関する条例」に
よる算出方法に準じて算出しています。
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大気への排出量

排水量

国内：CO2
 NOx
 SOx
 PRTR排出量

………… 1,172千トン
…………… 5,011トン
…………… 56.5トン

……… 7.7トン
連結：CO2 ………… 1,748千トン

2,798千m3（国内）
4,633千m3（連結）

ガラス販売
総重量

370千トン（国内）
749千トン（連結）

※国内のみ（PRTR排出量0.3トン、移動量0.9トン）

埋立処分（区分 D）8,070トン（国内）9,964トン（連結）

43千トン（国内）/ 54千トン（連結）
社会・企業リサイクル（区分 B＋C）

※国内のみ（PRTR移動量 1,049トン）
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エネルギー起因〈CO2総排出量〉
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〈原単位CO2排出量〉
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：本報告書では、総販売重量を用いています。

：10の整数乗を表す接頭語。テラは1012という係数に相当します。

ガラス販売総重量

テラ

1600

2007

89.4

2008

50.2

2009

40.4

2006

95.3

2010

56.5

2006

3971

2007

4718

2008

4133

2009

4354

2010

5011

2007

0.029

2008

0.018

2009

0.013

2006

0.036

2010

0.017

2007

1.6

2008

〈国内〉

〈国内〉

〈国内〉

〈国内〉

1.5

2010

1.5

2009

1.4

2006

1.5

0.010
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サイトレポートサイトレポート

2

1 大津事業場
大津事業場では、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

藤沢事業場
藤沢事業場では、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

環境パフォーマンス

ユーティリティー設備で、重大なトラブルが発生すると、環境影響を引き起こす危険性が
あります。この予防のためには、日常の管理強化が重要で、水、蒸気、高圧ガス等の設備
の異常を感知する「自動監視システム」を増強しました。異常発生時には自動でその現場
と管理部門に警報がでます。人と機械のダブルチェックでいち早く異常が発見でき、今ま
で以上の管理強化につなげることができました。

薄暗かった事業場内通路の庇を撤去し、明るい工場作りを進めています。雨天時の資材置場
には苦慮するものの、みんなで知恵を出し合って問題を解決し、庇を撤去することができまし
た。庇下に取り付けられていた照明器具も撤去でき、省エネ効果を生むことができました。

明るい工場作り

リスクの軽減

2006

100
331
0.2
245
757

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2007

117
382
10.1
293
564

2008

126
552
6.0
268
830

2009

105
430
0.2
261
334

2010

83
291
0.3
194
175

環境パフォーマンス
2010

46
150
0
64

2836

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2006

54
205
0.5
80
383

2007

62
334
0
74
97

2008

56
284
0
60
117

2009

60
360
0
69
518

（年度）

（年度）

生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

2007 2008 2009 2010
75

80

85

90

95

100

105

88

90

92

94

96

98

100

102

2007 2008 2009 2010

生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

湿式排ガス処理設備導入 当事業場では、従来から乾式電気集塵設備に
よりガラス溶融炉燃焼排ガスの処理をしてい

ましたが、その後段に排ガス洗浄塔設備を増設し２段処理を施すことによって、その処理効率を更に高
める設備を導入しました。排ガス洗浄設備の導入後は、ばいじん濃度は１／５、ばいじん量は１／３と、
排ガス処理に更に磨きをかけることで、より一層の大気環境改善を実現しました。発生する残渣につい
ても他企業へのリサイクルを有効活用することができ、廃棄物削減も含めた活動を推し進めています。
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滋賀高月事業場では、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

化学物質使用の抑制
還流ボイラ操業時に使用される清缶剤と脱酸素剤
について取扱化学物質の観点より、より安全な物
質への転換を行ないました。二液仕様から一液仕

様に見直し、使用量共に削減することができました。
今後も環境負荷の少ない材料の採用を進めることで
環境にやさしい事業活動をめざします。

原料集塵混合ダストの廃棄物発生防止
ガラス原料を調合する際、粉塵職場における作業
環境維持のため、大型集塵機による集合集塵を
従来行なってきました。しかし、様々な原料が混
合されたダストはリサイクルしにくく、その改善の

ために集合集塵より個別集塵への転換を行ないまし
た。個別集塵することで、各原料へのリターンが可能
になり、廃棄物としての混合ダストの発生がなくなりま
した。

2007 2008 2009 2010
0

20

40

60

80

100

120

3 滋賀高月事業場

環境パフォーマンス

省エネルギー、エネルギークリーン化対策
２００７年度よりガラス溶融炉の燃料を順次都市ガスに切り替えてきた結果、昨
年度は重油を全廃することができました。この燃料転換により大気環境、エネ
ルギー効率改善のほか、ＣＯ2の削減にも寄与しています。

電気脱塩式の純水設備の導入
薬品再生式から、新たに電気脱塩式純水製造設備を導入しました。これによ
り、ノンケミカル化を実現し、薬品使用によるリスクをなくすことができまし
た。また、樹脂再生時の再生排水は今までプラントで処理をして下水に排水し
ていましたが、この排水もゼロになりました。濃縮水は工場の冷却水として、
有効利用が可能となりました。

2006

429
2458
78.9
1381
2160

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2007

450
2645
73.8
1659
3401

2008

384
2145
44.3
1537
4129

2009

402
2516
35.2
1634
4971

2010

440
2901
38.3
1830
1631

（年度）

生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

環境水処理の改善
ガラスの研磨排水処理を研磨材の種類ごとに分離しました。従来、ひとまとめ
にして廃棄していた汚泥を、研磨材含有物、鉛含有物、セリウム含有物とに区
分回収することで、リサイクルガラス原料や、セメントリサイクルに再利用するこ
とができるようになりました。

（L/㎡）

0

2

4

6

8

10

12

14

2005 2006 2007 2008 2009 2010年度

〈 エネルギー原単位推移 〉
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4 能登川事業場
能登川事業場では、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

コージェネレーション設備リフレッシュ工事
当事業場では１９９１年からコージェネレーション設備を稼動してきました。
今回、ガスタービンの燃料を灯油から都市ガスに転換する工事を実施しま
した。危険物取扱いのリスク低減、CO2排出量削減が達成できました。併
せて老朽化した廃熱ボイラーを更新し、より安定した運転による非常時の
リスク低減にも期待しています。

環境パフォーマンス
2010

552
1778
18.0
1892
2521

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2006

335
915
5.3
1228
1654

2007

381
1180
9.2
1345
2336

2008

370
1267
5.7
1288
3135

2009

423
1181
4.9
1382
1447

湿式排ガス処理の拡充
ガラス溶融窯の排ガスを洗浄塔で湿式処理し、水蒸気排気しています。
2009年には煙突内面を耐食性ライニングに更新しました。排ガス洗浄設備
からでる洗浄液をスプレードライヤーや真空乾燥設備で乾燥し、顆粒状のガ
ラス原料として回収し、再利用しています。

（年度）

生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

2007 2008 2009 2010
80

85

90

95

100

105

若狭上中事業場
若狭上中事業場では、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。5

2010

31
6
0

498
0

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2006

33
9
0.5
453
28

2007

38
7
0.3
480
56

2008

37
6
0

461
8

2009

32
5
0

429
3

（年度）

環境パフォーマンス
生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

2007 2008 2009 2010
50
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70

80

90

100

110
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省エネルギーの推進
ターボ冷凍機の運転に、台数制御を導入しました。またターボ冷凍機で作られた冷
水の送水ポンプにインバーター制御を導入しました。その結果、電力使用量が40%
削減でき、CO2削減に大きく寄与しました。

排水処理設備のリフレッシュ
排水処理設備が老朽化した為、補修を行い、内面に耐腐食性の高い樹脂の吹き付
け塗装を行いました。老朽化によるタンクからの廃液等漏洩を未然に予防すること
ができました。

2007 2008 2009 2010
50

60

70

80

90

100

110

大気観測所の更新
上中地域に設置している大気観測所（SOx、NOxの測定）の測定機が老朽化した
為、最新の乾式測定機に入れ替えました。上中地域の大気の状態を常に監視して
います。

新水使用量の削減
純水製造工程で発生する濃縮排水を回収→再生→再利用を目的とした純水排水回
収装置の導入を始め､生産（ガラス洗浄） 工程に用いる排水を製造部門と一丸となり
見直し､削減及び再利用を実施した結果､２００９年度比２０％の新水使用量の削減
となりました。

環境予防処置
毎年､１２月に地域への汚染に関わる潜在的原因を検出･分析･除去するため､環境
予防処置会議を開催して必要な処置を決定しています。２０１０年度は､老朽化が進
む排ガス処理装置の更新や敷地境界騒音の更なる軽減措置として純水用市水送
水ポンプ室の改修等､計画通りの予防処置を実施しました。

生産量等を分母に算出した
二酸化炭素排出原単位指数の推移

6 精密ガラス加工センター
精密ガラス加工センターでは、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

環境パフォーマンス
2010

3
1
0
35
1

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2006

4
1
0
44
0

2007

4
1
0
52
0

2008

3
1
0
45
0

2009

3
1
0
42
0

（年度）
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海外レポート
日本電気硝子 マレーシア
日本電気硝子 マレーシアでは、２０１０年度に下記の取り組みを行いました。

環境パフォーマンス

マテリアルガラスのリサイクル
当社ではカレットのことをマテリアルガラス（ＭＧ）と呼んでいます。カレット
はガラス屑と訳されることがあり、廃棄物を連想させますが、我々はガラス
の大切な原料という意識を明確にし、行動を変えるためにマテリアルガラス
と呼んでいます。

湿式排ガス処理設備
マレーシアでは乾式電気集塵設備に加え、生産するガラス組成により、湿
式排ガス処理設備の導入を進めています。いずれの方式でも回収した揮発
成分のリサイクルを行っています。

ＯＨＳＡＳ１８００１の取得
２０１０年１２月にＯＨＳＡＳ１８００１を取得しました。この認証の取得に
より、現在ではＩＳＯ９００１、ISO１４００１、OHSAS１８００１を取得し、
活動を行っています。

３Ｒキャンペーン
（リデュース、リユース、リサイクル）
マレーシアでは２０１０年から３Ｒキャンペーンを開始しました。この
キャンペーンの目的は埋め立て廃棄物を削減することで、日本での
取り組みを海外にも展開しようと始めたものです。

2010

443
55

1485

CO2（千トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2006

488
29

3431

2007

420
36

2371

2008

452
43

1925

2009

315
33

1049

ガラス製品
CRT
ガラス繊維
耐熱ガラス

MG 使用量（トン）

72,134
8,234
4,317

7
（年度）
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ロールに巻くことができるほど薄い“超薄板ガラス”は、薄さが
200μm（0.2mm）以下という非常に薄いフィルム状ガラスで、次
世代ディスプレイや新照明、エネルギーをはじめ、さまざまな分
野での用途が期待されます。超薄板ガラスは、ガラスであるがゆ
えに、樹脂フィルムとは異なる特性を有しています。特に、耐熱
性、ガスバリア性、耐侯性に関しては、樹脂フィルムと比較して、
非常に優れた特性を有しています。ガラスがフィルムのように薄
くなることは、環境面からも好ましいことだと考えられます。
“ガラスフィルム”の使用によって、原材料の削減やロール・ツー・
ロールによる無駄の少ない連続製造プロセス、物流面における
効率化、さらには廃棄量の削減というメリットがあります。超薄
板ガラスを部材として市場に広めてゆくことで、省資源化や環境
保護にも貢献してゆきたいと考えています。

環境配慮型製品環境配慮型製品

有機ELディスプレイ

蛍光体ガラス有機EL照明

日本電気硝子ではさらに「ガラス」を突き詰めて、常に新しい世界に挑戦し、社会に貢献できる製品を開発して
ゆきます。

超薄板ガラスの可能性

ガスバリア性や耐熱性に優れた超薄板ガラスがその基板とし
て、パネルの薄型化、長寿命化に貢献します。また、薄膜技
術を駆使して顧客のニーズを満たす ITO 透明電極膜を付けた
専用ガラス基板やディスプレイの長期信頼性が期待できる低温
封着ガラスの開発も行っています。

次世代ディスプレイ分野

新照明用途では白熱電球から LED 電球に置き換わろうとしています。直管型の LED もできています。私
たちは複合粉末ガラス技術を生かして LED（発光ダイオード）や LD（レーザーダイオード）から出る青
色光を白色光に変換する蛍光体ガラスの開発をしています。ハイパワー LED と LD の強い光による変色や
サーマル・クエンチの心配がない光源ができています。 有機 EL は新照明用途にも有望で、ディスプレイ
同様、超薄板ガラスがその基板として最適な素材となります。超薄板ガラスを使用した曲がる平面光源も
試作されています。

新照明分野

蛍光体

青色LED

ガラスマトリックス



太陽電池用基板ガラス
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太陽光反射ミラー

リチウムイオン二次電池側

一体型複合電池

太陽電池側

新エネルギー分野

再生可能エネルギーを使った発電の代表は太陽電
池です。地球に優しい技術ですが、発電量が天気
に左右されて不安定であるという弱点があります
が、蓄電池と組み合わせると夜でも使える安定した
電源装置ができます。当社では色素増感方式など
の各種太陽電池用基板ガラス、薄膜電極、低温封
着ガラスの開発を進めています。

■太陽電池用

耐熱性に優れ、太陽光のほとんどを効
率よく反射する多層膜ミラーを薄膜技
術で製造し、太陽熱発電プラント用に
出荷を開始しました。発電効率や信頼
性の向上に寄与します。
メーター角の大型サイズにも対応でき
ます。

■太陽光反射ミラー

ハイブリッド自動車や電気自動車にはできるだけ軽量・小型の蓄
電池が必要です。家庭でも太陽発電で創った電気を効率よく貯
め、必要なときに必要なだけ使えるようにするためにも高性能二
次電池は必須です。現在広く使用されているリチウムイオン二次
電池の性能向上のために、私たちは結晶化ガラス技術を使用した
電極材料を開発しています。

■二次電池用電極材料

岩手大学工学研究科の馬場守教授と共同で、超薄
板ガラスを使用して薄膜リチウムイオン二次電池を
開発しました。また岩手大学、㈱アルバック、産業
技術総合研究所、当社の４者で太陽電池とリチウ
ムイオン二次電池を複合化した一体型複合電池の
研究開発も行っています。超薄型のモバイル補助
電源やモバイル電子機器の薄型化、次世代ＩＣ
カード用電源などの用途に期待されます。

■薄膜リチウムイオン二次電池
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撮影協力：医療法人誠光会 草津総合病院（滋賀県）

環境負荷物質を含まないガラス

2006年7月1日、EUで電気・電子機器部品における特定有
害物質の使用を規制する指令（RoHS指令）が施行されま
した。その特定物質の一つである鉛は、優れた特性をガラ
スに与えるので広く使用されてきましたが、当社では鉛を含
まなくても同等の機能を発揮するガラス製品の開発を積極
的に進めています。シリコンダイオード封止用の鉛フリーガ
ラス管は、その成果の一例です。その他、FPD用基板ガラ
スに関しても、環境負荷物質を含まないガラスの開発を進
めています。

■RoHS指令対応鉛フリーガラス

鉛を含まない放射線遮蔽用ガラスは鉛ガラスや含鉛アクリ
ルにはない高い透明度、表面のくもりが出ないなどの優れ
た特性をもち、低エネルギーのX線遮蔽用にマンモグラ
フィの操作機器に取り付けられています。

■鉛フリー放射線遮蔽用ガラス

高断熱ガラスブロック

ガラスブロックの中空部を複層に加工することで、
今までのガラスブロックでは得られなかった 高い
断熱性能を保持することが可能になりました。従
来のガラスブロックの約 1．３倍、
板ガラス（５㎜）の約３倍の高い
断熱性能を有します。

内
部
の
イ
メ
ー
ジ
図



環境報告書 201123

環境コミュニケーション環境コミュニケーション

１９８１年から始まった県下恒例の琵琶湖一斉清掃は今年で３０年目を
迎えました。当社では今年度もボランティア参加し、地域の方 と々とも
に美化清掃活動を行うことにより、地域社会とのコミュニケーションの
一助ともなっています。

琵琶湖一斉清掃

滋賀県では公共的場所の美化および保全のため、県民、事業者等が当
該場所をボランティアで美化清掃する淡海エコフォスター制度を創設
し、地域活動を推進しています。能登川、大津、両事業場ではこの制度
に参加し、毎月１回、琵琶湖岸や周辺道路等の美化保全活動を行って
います。

淡海エコフォスター制度

各事業場では工場周辺の清掃活動を定期的に行っています。また、液
晶板ガラスの工程見学等を通して、当社の事業活動や環境への取り組
み姿勢などを紹介する機会を設けたり、夏には納涼祭を開催し、地域
の方 と々の交流を図っています。

地域との共生

ＰＣＢ機器の廃棄はＰＣＢ特別措置法で平成28年７月までに処分をし
なければなりません。当社も法に従い厳重に保管してきましたが、滋賀
県の事業場が保管する高濃度品については２０１１年３月に日本環境
安全事業株式会社大阪事業所に処分を委託するため運搬しました。神
奈川県の藤沢事業場では保管を継続しており、処理の順番を待ってい
る状況です。また、低濃度品については、各事業場で引き続き適正な保
管を行っています。委託に先立ち日本環境安全事業株式会社大阪事業
所を訪問し、処理方法を確認しました。

ＰＣＢの適正保管・処理

現在、当社ではアスベストの取り扱い作業はありませんが、建屋へのアスベストの吹付けと非飛散性のスレー
トが存在しています。アスベスト吹付け箇所は除去、封じ込め、囲い込みの対応を行い、２００６年９月に全
ての事業場において対策を完了しています。また、２００５年８月以降、年に１度、アスベストの環境測定を
行っていますが、今までに環境基準を超えたことはなく、アスベストの飛散がないことを確認しています。

アスベスト
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PRTR報告PRTR報告
２０１０年度の「第一種指定化学物質の排出量及び
移動量の届出書」を該当する６事業場がそれぞれ県
知事に提出しました。全社の総排出量は７．７トン（概

数）（対２００９年度比５％減）、総移動量は１０４９
トン（概数）（対２００９年度比３１％減）、で該当物
質は下記の１２種類です。

PRTR排出量（2001年度） PRTR排出量（2009年度）

PRTR移動量（2001年度） PRTR移動量（2009年度）

28％

総排出量
20,294kg

34％
28％

5％ 2％3％

総移動量
723,857kg

76％

14％

5％4％
2％

1％

総排出量
8,124kg

30％

22％

47％

PRTR排出量（2010年度）

PRTR移動量（2010年度）

スチレン
トルエン

鉛化合物
その他

アンチモン及びその化合物
バリウム化合物
砒素及びその無機化合物ホウ素化合物

ふっ化水素及びその水溶性塩

〈20１０年度実績〉
該当物質
アンチモン及びその化合物
石綿
インジウム及びその化合物
塩化第二鉄
スチレン
トルエン
鉛化合物
ニッケル化合物
砒素及びその無機化合物
フタル酸ジ-n-ブチル
ふっ水素及びその水溶性塩
ホウ素化合物

大気への排出量 水域への排出量 移動量（下水） 移動量（廃棄物）
５
０
０
０

１,２００
１,５００

６
０
８９
０
０

４,５８０

０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
１６
３２０

　　　０
０
０
０
０
０
０
２
０
０

２６３
６５６

５,４６９
３３０
４１４
０
０
０

２２４,３００
０

６０,７００
８２

２,２３０
７５５,０００

（kg/年）

10％

14％

2％

総移動量
1,511,312kg

74％ 72％

6％

21％

1％

総移動量
1,049,446kg

2％

総排出量
7,717kg19％

16％

63％
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（単位　百万円）

（単位　百万円）

2010年度

主な取組の内容分　類 2010.4.1～2011.3.31

⑴

⑵

⑶

公害防止のための維持管理コスト

地球環境保全のためのコスト

資源循環のためのコスト

グリーン調達、製品リサイクル、容器・包装
リサイクル、環境保全対応等に要したコスト

環境教育の実施、ＩＳＯ１４００１のシステム構築維持管理、
環境負荷測定等のコストと環境管理専任者の人件費

環境配慮型製品開発に関連する費用、
環境負荷低減のための製造技術関連費用

内
　
訳

（1）事業エリア内
　   コスト

（2）上・下流コスト

（3）管理活動コスト

投資額 費用額

5,086

3,264

116

1,706

12

36

―

20

54

5,208

投資額

8,449

3,763

62

4,624

778

414

219

323

1,247

11,430

費用額

（4）研究開発コスト

地域社会との共生のための美化・緑化活動、
地域社会への支援、環境関連広告等のコスト、緑地化（5）社会活動コスト

環境修復費用（6）環境損傷コスト

生産活動により事業
エリア内で生じる環
境負荷を抑制するた
めのコスト

生産活動に伴って上
流叉は下流で生じる
環境負荷を抑制する
ためのコスト

管理活動における環
境保全コスト

研究開発活動におけ
る環境保全コスト

社会活動における環
境保全コスト

環境損傷に対応する
コスト

総　　計

2010年度内　容　等項　目

ガラス溶解炉の定期修繕及び生産合理化投資、
主要製品製造における生産性改善投資など投資総額 73,401

4,552

23

0

平面ディスプレイ用ガラス、電子デバイス用ガラス
その他の製品開発、生産技術開発・改良など研究開発総額

金属くず、レンガくず等の売却（1）の③に係る有価物等の売却額
（2）に係る有価物等の売却額

2009年度

2009.4.1～2010.3.31

3,495

2,434

284

777

8

33

―

17

69

3,623

5,370

1,818

68

3,484

810

402

358

300

266

7,508

2009年度

87,185

3,588

4

0

金額効果効　果設　備　導　入　例

電気脱塩式の入水設備導入 －１７００万円／年

－４００万円／年

－４００万円／年

－３０万円／年

純水排水回収装置の導入

ターボ冷凍機の台数制御、送水ポンプのインバーター化

湿式排ガス処理設備導入

薬品代、下水道使用料、消耗品代削減

排水の削減、再利用により新水使用料の削減

電力使用量削減

特別管理産業廃棄物から産業廃棄物へ転換

効  果

費用額・投資額について、環境に直接関わる明確な発生コストだけを集計しました。
製造設備や研究開発については環境に係わる部分だけを抽出しています。
人件費は環境管理部門の専任スタッフだけの費用を集計しています。

注１）

注２）

・特別管理産業廃棄物の削減　・薬品使用量の削減　・地下浸透リスクの低減

・新水、下水道使用料の削減　・電力使用量の削減　
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本社・大津事業場

日本電気硝子株式会社

〒５２０-８６３９ 
滋賀県大津市晴嵐２-７-１
ＴＥＬ：０７７-５３７-１７００

藤沢事業場
〒２５１-００２１ 
神奈川県藤沢市鵠沼神明３-７-６
ＴＥＬ：０４６６-２６-１２１１

滋賀高月事業場
〒５２９-０２９２ 
滋賀県長浜市高月町高月１９７９
ＴＥＬ：０７４９-８５-２２３３

能登川事業場
〒５２１-１２９５ 
滋賀県東近江市今町９０６
ＴＥＬ：０７４８-４２-２２５５

若狭上中事業場
〒９１９-１５５２ 
福井県三方上中郡若狭町若狭 テクノバレー１号堤１番
ＴＥＬ：０７７０-６２-１８００

精密ガラス加工センター
〒５２５-００７２ 
滋賀県草津市笠山１丁目４-３７
ＴＥＬ：０７７-５６５-４５４１

Nippon Electric Glass（Malaysia）Sdn.Bhd.
Lot 1-7, Lion Industrial Park
Persiaran Jubli Perak, P.O.Box 7216
40706 Shah Alam, Selangor, Malaysia

Nippon Electric Glass（Korea）Co., Ltd.
145, Gongdan-dong, Gumi-City, Gyong-buk
Korea 730-030

Nippon Electric Glass Taiwan Co.,Ltd.
No.6, Wei 6th Road, Chungkang Export 
Processing Zone, Wuchi Township
Taichung County 43541, Taiwan

Paju Electric Glass Co.,Ltd
587-1, Dangdong-ri, Munsan, Paju-City, Gyeonggi
Korea 413-902

Electric Glass（Shanghai）Co.,Ltd.
No.2009 Zhuanxing Road
Xinzhuang Industrial Park, Minhang District
Shanghai, China 201108



この印刷物は環境にやさしい
大豆油インキを使用しています。

1993年の環境月間から使用している当社の環境管理のシンボル
マークです。
デザインは社内募集によるもので、緑の葉は新しい環境技術、若葉
（自然や緑化）、従業員の手を、空色の丸は私達の手で生まれた環
境設備と私たちを取り巻く地域や社会、地球を表しています。
ISO14001による環境マネジメントシステムの活動においても、このマー
クを活動のシンボルとして引き継いでいます。

環境管理シンボルマーク
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